
平成30年　1月18日

協議会名：堺市地域公共交通バリア解消促進等協議会

評価対象事業名：利用環境改善促進等事業

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

【補助対象となる事業者名
等の名称を記載】

【系統名・航路名・設備名、運
行（航）区間、整備内容等を記
載（陸上交通に係る確保維持
事業において、車両減価償却
費等国庫補助金の交付を受け
ている場合、離島航路に係る
確保維持事業において離島航
路構造改革補助（調査検討の
経費を除く。）を受けている場合
は、その旨記載）】

【事業評価の評価対象期間に
おいて、前回の事業評価結果
をどのように生活交通ネット
ワーク計画に反映させた上で
事業を実施したかを記載】

A
・
B
・
C
評
価

【計画に基づく事業が適切
に実施されたかを記載。計
画どおり実施されなかった
場合には、理由等記載】

A
・
B
・
C
評
価

【計画に位置付けられた定
量的な目標・効果が達成さ
れたかを、目標ごとに記載。
目標・効果が達成できな
かった場合には、理由等を
分析の上記載】

【事業の今後の改善点及びより
適切な目標を記載。改善策は、
事業者の取り組みだけでなく、
地域の取り組みについて広く記
載。特に、評価結果を生活交通
ネットワーク計画にどのように
反映させるか（方向性又は具体
的な内容）を必ず記載するこ
と。】

※なお、当該年度で事業が完
了した場合はその旨記載

※評価にあたっては、「事業評価を通じた地域公共交通確保維持改善事業の効果的実施にむけて（ガイダンス）」（平成25年11月）を参照し、実施。

南海バス(株)
バスロケーションシステムの導
入

Ａ

平成29年4月1日より、全営
業所でバスロケーションシ
ステムにより運行状況等の
情報が提供されることに
よって、利便性向上が図ら
れている。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通ネットワーク計画に基づく事業）

交通サービス利便向上促
進等事業にて国庫補助金を
取得し、計画どおり事業は
適切に実施された。

④事業実施の適切性

Ａ

⑤目標・効果達成状況

当該年度で事業完了－
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地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　IT技術の進展を踏まえ、携帯電話（スマートフォン等）やパソコンより位置情報を中心としましたバス接近メールや路線の運行
状況の情報を提供することで、『バスの利用促進』、『利便性の向上』を図ることを目的として、バスロケーションシステムの導入
を促進する。
　リアルタイムな情報提供を行うことで、バスの遅れ時のバス待ち不安解消など、「定時性」「確実性」にに対する不安を取り除
き公共交通への転換を促進し、地理に乏しい観光客をはじめとする各種施設への来訪者の利便性・周遊性の向上が図れ、ま
ちの活性化にも寄与する。

別添１－２

事業実施と生活交通ネットワーク計画との関連について
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